
(単位：百万円、％）

令和７年度 令和６年度

市町村名 臨時財政対策債 臨時財政対策債 増減額 増減率

発行可能額 発行可能額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ C/B

横浜市 -                     6,145 △6,145 皆減
川崎市 -                     -                     -                 －

相模原市 -                     3,383 △3,383 皆減
指定都市計 -                     9,528 △9,528 皆減
横須賀市 -                     957 △957 皆減
平塚市 -                     89 △89 皆減
鎌倉市 -                     -                     -                 －
藤沢市 -                     -                     -                 －

小田原市 -                     344 △344 皆減
茅ヶ崎市 -                     334 △334 皆減
逗子市 -                     63 △63 皆減
三浦市 -                     43 △43 皆減
秦野市 -                     172 △172 皆減
厚木市 -                     -                     -                 －
大和市 -                     263 △263 皆減

伊勢原市 -                     55 △55 皆減
海老名市 -                     -                     -                 －
座間市 -                     131 △131 皆減

南足柄市 -                     55 △55 皆減
綾瀬市 -                     65 △65 皆減

市(除指定都市)計 -                     2,571 △2,571 皆減
市計 -                     12,099 △12,099 皆減

葉山町 -                     38 △38 皆減
寒川町 -                     -                     -                 －
大磯町 -                     42 △42 皆減
二宮町 -                     31 △31 皆減
中井町 -                     11                   △11 皆減
大井町 -                     24 △24 皆減
松田町 -                     14 △14 皆減
山北町 -                     14 △14 皆減
開成町 -                     20 △20 皆減
箱根町 -                     -                     -                 －
真鶴町 -                     7 △7 皆減

湯河原町 -                     26 △26 皆減
愛川町 -                     7                     △7 皆減
清川村 -                     13 △13 皆減
町村計 -                     247 △247 皆減

県(除指定都市)計 -                     2,818 △2,818 皆減
県計 -                     12,346 △12,346 皆減

(注)　金額は、表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

　　　また、増減率は、千円単位で算出したものである。
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